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2010 年秋から筆者の活動の中心を東京に移した。ケンブリッジの研究者との関係を維持しつつも、米中両国、東南アジア、そして欧州の研究者との関係を強化し、
グローバルな視点から読者諸兄姉と共に日本の将来を考えてみたい。従ってタイトルも Tokyo-Cambridge Gazette に変更する。 
  
『東京=ケンブリッジ・ガゼット: グローバル戦略編』 

第 202 号 (2026 年 2 月) 
キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹 栗原 潤 

小誌は大量の資料を網羅的かつ詳細に報告するものではない—筆者が接した情報

や文献を①マクロ経済、②資源・エネルギー、環境、③外交・安全保障の分野に

関し整理したものである。紙面や時間の制約に加えて筆者の限られた能力という

問題は有るが、小誌が少しでも役立つことを心から願っている。 

彼れを知りて己れを知れば、百戦して殆 (あや)うからず。 
彼れを知らずしよて己れを知れば、一勝一負す。 
彼れを知らず己れを知らざれば、戦う毎に必ず殆うし。    (孫子) 

Know the enemy and know yourself; In a hundred battles you will never be in peril. 
When you are ignorant of the enemy but know yourself; Your chances of winning or losing are equal. 
If ignorant both of your enemy and of yourself; You are certain in every battle to be in peril.  (Sunzi/Sun Tzu)  
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1. Tokyo-Cambridge Gazette: グローバル戦略編第 202 号 

米中欧における AI・Robotics の社会実装が本格的に開始するとの情報が筆者の許に届くようになった。  
小誌でAI・Robotics 関連技術は未だに“黎明期”の段階であるとこれまで述べてきた。だが、今年になって社会実装を試みる段階に移行

しつつある事を実感させる情報が筆者の許に届くようになった。  
先月初旬に米国のLas Vegasで開催された世界最大級の技術見本市(CES)を訪れた知人から「今年のCESは従来の新技術の“紹介の場”から、

新技術の社会実装を“提案する場”に変化したという印象を受けた」という感想を聞いた。残念な事に二次情報に基づいた判断しか出来ないが、
中国系企業は出展者の 4 分の 1 を占め、彼等はAI・Robotics の実用化に熱心らしい—例えばMIT Technology Review 誌は次の様に伝えている。
Humanoid robots の技術自体は未だ黎明期の段階だ。そして将来の発展に必要なものは text data ではなくて physical world data だ。従って中国に在る
様々な製造現場が Physical AI のためのデータ収集基地となり、Humanoid robotics 育成産業が出現・発展している。かくして近い将来、「中国で製造、
世界で販売、そして米国市場で新製品実装化実験(Build in China, sell to the world, and treat the US market like the proving ground)」となる(PDF 版 2 参照)。 

 
また軍民両用技術(DUT)である AI・Robotics に関する情報にも注視している。例えば米国 think tank のRAND Corporation が 1 月 22 日に

公表した報告書はAI warfare に関する 4 領域の大変革を論じている(“How Artificial Intelligence Could Reshape Four Essential Competitions in Future 
Warfare,” PDF 版 2 参照)。また米空軍は米英加 3 ヵ国合同の戦闘管理(Battle Management)の計画立案実験を公表した。その結果は、AI を活用
した場合の方が人間のみで立案した場合に比べて良好な成績を残している(PDF 版 2 の“Human-Machine Teaming in Battle Management: A 
Collaborative Effort across Borders”や“Air Force Says AI Tools Outperform Human Planners in ‘Battle Management’ Experiment”参照)。欧州でも社会実装の
動きは報告されている。例えばマルク・ルッテNATO 事務総長は、1 月 28 日、DUT 技術(Counter-Unmanned Aerial Systems)の会合に出席し、
NATO が drone warfare に備える取り組みを論じた(PDF 版 2 の“NATO Secretary General Joins Industry during NATO’s C-UAS Week”を参照)。 

 

先月、Harvard 時代の友人達と語り合う機会に恵まれた。 
Harvard 大学の講師で一橋大学での集中講義のため先月来日したジェイ・ローゼンガード氏と元日本銀行国際局長の福本智之大阪経済

大学教授、そして筆者の 3 人が神楽坂に集まった。米政権と対立する Harvard の現状を聞ける貴重な機会だ。彼に依ると、中国人学生・
研究者は Harvard で以前と同様の生活を過ごしているらしい。Harvard International Office(HIO)の統計に依れば、昨年度の中国人の総数は
2,126 名でコロナ禍以前より僅かに減っただけだ(PDF 版の Bloomberg 誌 1 月 13 日付記事や表を参照。因みに日本人は 260 人)。ただ福本教授
や筆者が Harvard に居た時代に比べると米中・日米共に交流活動は随分落ち着いてきているとのこと。また政府の研究助成金削減を受け、
教授達は自主的減給を受け入れ、また職員の一部は解雇されたらしい。米現政権下では大学の受難は続くと予想される。  
以前弊所に半年間滞在した中国専門家のトニー・セイチ教授は学生の指導から解放され、故ナイ教授や故ヴォーゲル教授と同様に自由

に研究出来る Research Professor の職位を得て優雅な研究生活を過ごしているらしい。そして彼が以前務めていた役割は Oxford 大学から
移ったラナ・ミッター教授が引き継いだ。セイチ教授やミッター教授が先導し、米中関係に知的で冷静な雰囲気を呼び戻してもらいたい。  
以前弊所に 1 年間滞在した Indiana 大学のヒラリー・ホルブラウ助教授の著書が昨年 12 月 15 日に出版された(Future Is Foreign: Women and 

Immigrants in Corporate Japan, Cornell University Press)。彼女を知ったのは、Harvard 大学の日米関係プログラム Executive Director の藤平新樹氏
が日本企業の人材開発を研究する同プログラムの米国人の受け入れを筆者に依頼してきた事がきっかけだ。聡明な彼女は日本語で敬語も
上手に使えるために安心して弊所に迎える事が出来た。そして弊所の堀井昭成理事・特別顧問に経済同友会とのコンタクトをお願いし、
また筆者が長年お世話になった三菱金曜会事務局にも紹介する事が出来た。同書は文献調査に加え、アンケートやインタヴューを通じ、
巷間流布する(男性サラリーマンが支配的な内向きの日本企業社会という)固定観念(stereotype)を再点検した良書である(小誌前月号の 2 参照)。 

 

今年のダボス会議(World Economic Forum (WEF))に関して友人達と議論した。 
Harvard 大学時代はWEF に参加した故ハンティントン教授からDavos での裏話を聞いて楽しんでいた。だがそれ以降は一般公開された

WEF の video や資料を時折一瞥するだけだった。だが、今年は国際情勢が大きく変化している時。従って今回だけは世界の指導者の政治
経済や技術に関する発言に関心を抱き video を観た。例えば①昨年のノーベル経済学賞を受賞したホウィット教授やアギヨン教授による
“Return of Creative Destruction”、②ブリンニョルフソン Stanford 大学教授やタイソン元大統領経済諮問委員会(CEA)委員長による“Preventing 
Jobless Growth”、③ロゴフ Harvard 教授やフォーブス MIT 教授による“Dedollarization or Redollarization?”、④“China’s AI+Economy”に出演した
Tencent(腾讯)の汤道生氏や世界工学機関連盟(WFEO)会長を務めた柯公氏の話に興味をそそられた。  
今年のWEF で友人達と最も数多く意見交換したのはカナダのマーク・カーニー首相の演説だ。筆者は首相の事を殆ど知らない。だが、

video を観て確かに名演説だと思った。彼の演説の反響は本当に凄い。直後からこの演説に関して数多くの海外メディアが取り上げている
(例えば 21 日のFrankfurter Allgemeine Zeitung 紙や 22 日の Le Monde 紙。また 25 日のEconomist 誌や 27 日のFinancial Times 紙、PDF 版の 2 参照)。 
首相は冒頭フランス語で語り、英語で演説を始めた。そしてツキジデスの『戦史(The History of the Peloponnesian War; Ιστορία του Πελοποννησιακού 

Πολέμου)』の中の有名な「メロスの対話(the Melian Dialogue; Διάλογος Αθηναίων-Μηλίων)」(第 5 巻第 89 章)を引用した—「強者は出来る事を為し、
弱者は当然の苦難を受ける(The strong do what they can, and the weak suffer what they must: δυνατὰ δὲ οἱ προύχοντες πράσσουσι καὶ οἱ ἀσθενεῖς ξυγχωροῦσιν)」。 
筆者は「メロスの対話」を 20 日の首相演説の直前、15 日にグレッグ・グラディンYale 大学教授がNew York Times 紙への寄稿文の中で

触れていたので感激もひとしおだった(“Trump Picked the Right Stage to Act Out His Imperial Ambitions”)。そして友人達とは中仏独の 3 言語で、
この言葉を語り合っている(强者可以为所欲为，弱者只能承受苦难; Les forts agissent selon leur volonté et que les faibles en subissent les 
consequences; Die Starken tun können, was sie können, und die Schwachen leiden müssen, was sie müssen)。 
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政治的自由とは、個人が他人から強制されない事を意味する。自由に対する主たる脅威

とは、強制力であり、しかもその力が専制君主や独裁者、更には少数の有力者や一時的に

勢力を得た多数派に握られているのかは問題ではないのだ。自由を守るためには強制力が

集中する事を出来るだけ排除し、排除出来ない際には強制力を分散させなくてはならない

—即ちチェック・アンド・バランスである。                (ミルトン・フリードマン) 

Political freedom means the absence of coercion of a man by his fellow men. [19-20] The 
fundamental threat to freedom is the power to coerce, be it in the hands of a monarch, a dictator, 
an oligarchy, or a momentary majority. The preservation of freedom requires the elimination of 
such concentration of power to the fullest possible extent and the dispersal and distribution of 
whatever power cannot be eliminated — a system of checks and balances.   (Milton Friedman)  
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「米国の民主主義が“変調”をきたしているのでは?」と感じているのは筆者だけではあるまい。 
前述した Harvard 大学のジェイ・ローゼンガード氏との会合で、同じく Harvard のスティーヴン・レビツキー及びダニエル・ジブラット

両教授の著書(Tyranny of the Minority: Why American Democracy Reached the Breaking Point (『少数派の横暴: 民主主義はいかにして奪われるか』))に
ついても議論した。原書の出版から 1 年経た 2024 年秋に邦訳が出版されたため、多くの読者諸兄姉が読了していると思うが、ここでは
極めて簡単に筆者の感想を述べる(原書約 250 ページ、邦訳本約 300 ページを要約するため、著しく偏った感想である事をお許し願いたい)。 

現在の米国政治は正当な民主主義の原理に反して、選挙結果を受容せず、また政治的暴力が横行し、その結果、過激派勢力が国家の頂点
に登り詰めている。こうした状況下で、著者は民主主義衰退の原因を見極め、更には民主主義を回復ざせるための処方箋を提示する。 
現在の米国では、白人社会の多数派が所謂「人種的置き換え理論(great replacement theory)」を信じている。即ち台頭する非白人及び移民が、

少数派になりつつある我 (々白人)を政治の舞台で“置き換える(replace)”のでは、という危機感が出現している。このため 2020 年の大統領選挙
では、現職の大統領が米国史上初めて選挙結果を否定し、大多数の共和党系の人々も否定するという暴挙に出た。そして 2024 年の大統領選
では、選挙人団(electoral college)等の国政選挙上の制度的欠陥が原因となり、米国民全体で考えたならば本来は少数派が“捏造された多数派
(manufactured majorities)”となって、正当な選挙制度に基づき政権交代を認めるという民主主義的原理に反する形で勝利したのだ。 
衰退した民主主義を回復させるために、著者はノーベル平和賞受賞者のジェイン・アダムスの言葉「民主主義の病弊の治療は民主主義の

更なる強化(The cure for the ills of Democracy is more Democracy)」に言及し、現在特別に擁護された少数派の権利を修正し、健全な形で多数派
が勝利するような制度改革を提示する。即ち選挙人団や恣意的な選挙区変更(Gerrymandering)の廃止、更には最高裁判所の判事に対する任期
制限等の 15 種類の処方箋を提示する。処方箋は困難だが、著者は「変化に対する最大の武器は沈黙(The most powerful weapon against change 
is silence)」であり、彼等が怯んで沈黙すれば「非改革派の主張が自己成就する予言になる(Non-reform is a self-fulfilling prophecy)」と警告する。 

19 世紀のトクヴィルは『米国の民主主義(De la démocratie en Amérique)』の中で、またミルは『自由論(On Liberty)』の中で“多数派の専制(Tyranny 
of the Majority)”に警鐘を鳴らした。今は国内の少数派(だと危機感を感じた白人社会)内部での“多数派の専制”が問題となっているようだ。 

 

カナダのカーニー首相の言葉が秘めた重要性 : 「世界秩序の断絶、美しい物語の終焉、そして残酷な現実の始まり」。 
前述したカーニー首相は、演説の冒頭、フランス語で「世界秩序の断絶、美しい物語の終焉、そして残酷な現実の始まり(la rupture de l'ordre 

mondial, de la fin d'une fiction agréable et du début d'une réalité brutale; the rupture in the world order, the end of a nice story, and the beginning of a brutal reality)」
に関して語り始めた。 
首相の演説に対してトランプ大統領は直ちに反発したが、大多数の友人達はカーニー首相の難局における冷静な判断を支持している。

1 月 23 日に米国戦争省(DoW)が公表した「国家防衛戦略(NDS)」を読むと、やはり「残酷な現実の始まり」を実感する。これに関して米国
think tank(戦略国際問題研究所(CSIS))が、27 日に 20 ページの資料を公表した(“The 2026 National Defense Strategy by Numbers”、PDF 版 2 参照)。、
資料は過去の政権による同様の防衛戦略と比較した上で 2026 年のNDS を評価している。特に第 1 期トランプ政権時のNDS と比べると、
優先事項が“大国間競争(great power competition)”から“米国本土防衛(America First)”へ変わり、ペンタゴンの使命も「戦争抑止と国家安全保障
(deter war and protect the security of our nation)」から「力による平和を念頭に剣と盾を(nation’s sword and its shield for lasting peace through strength)」へ
と変わった。ところで資料の中で筆者が思わず笑った部分がある。第 1 期政権の NDS にはトランプ氏の名前や姿は出ていなかったが、
今回のNDS にはトランプ大統領に言及した文が 47 ヵ所、また彼の写真を含む姿が 5 ヵ所。まさにトランプ色に染まった NDS だ。 

NDS と昨年 12 月 4 日発表の「国家安全保障戦略(NSS)」を読んでも具体的な国防予算は分からない。だが 1 月 8 日にトランプ大統領は、
27年度国防予算について1.5兆ドルと前年度比で6千億ドルの増額を議会に要求すると語った。確かに「力による平和(peace through strength)」
には高額の費用を要する。そして「西半球を守り、しかも“Golden Fleet”構想等で中国との建艦競争を行い、国内に盤石な国防産業基盤(Defense 
Industrial Base (DIB)を整備すれば巨額の国防予算が必要だ」と友人達と語り合った(例えば PDF 版 2 の議会予算局(CBO)資料の図(出典は“The 
Congress, the Golden Fleet, and the Shipbuilding Industrial Base in 2026,” Jan. 15.)、また 1 月 8 日のReuters の記事や 9 日のDumbacher 氏の解説を参照)。  
ロシアの脅威に直面する欧州は既に「残酷な現実」が始まった。独 Frankfurter Allgemeine Zeitung 紙の 1 月 15 日付記事を見て驚いた—

「独海軍総監カーク中将、海軍は“嘗てない程の現実味を帯びた”戦争の脅威を目の当たりにしている(VizeAdmiral KaacK: Marine sieht Kriegsgefahr 
„konkreter denn je“)」。独海軍最高位の将官であるカーク中将は 15 日に「2026 年所感(„Meine Absicht 2026“)」を公表した。彼は「バルト海及び
北海での緊張状態(eine hoch angespannte Lage in Ost- und Nordsee)」を指摘し、「戦備不足の状態は、武力対立回避の戦略たり得ず(Harmlosigkeit ist keine 
Strategie zur Kampfvermeidung)」と語った。筆者は友人に対し「日本には諺『備えあれば憂いなし』がある。ドイツ語では„Gute Vorbereitung für alle 
Fälle“と言ったら良いか?」と伝えた(またラトヴィア中銀総裁の危機感を伝えた PDF 版 2 のFinancial Times 紙 1 月 17 日付記事も参照されたい)。 

 

故ジョセフ・ナイ教授達と楽しんだコロラド州に在るアスペン研究所での知的交流を思い出している。  
1 月 27 日付Forbes 誌の記事(“No Davos Invite? These 6 Leadership Conferences Are Great Alternatives (世界経済フォーラムだけじゃない: 2026 年、

真に価値あるリーダーシップ会議 6 選)”を読み、故ナイ Harvard 大学教授や国家安全保障問題担当大統領補佐官を務めた故スコウクロフト
将軍と語り合ったコロラド州アスペンに在る think tank(Aspen Institute)を思い出していた(PDF 版 2 参照)。 

Forbes 誌の記事はダボス以外で集うべき本年の“場”を 6 ヵ所提示している。即ち①SXSW Conferences & Festivals (March 12~18, Austin, TX)、
②Lead Where You Stand (June 4~5, Santa Barbara, CA)、③ALIVE: Intentionally Evolving Our Futures (April 23~25, Asheville, NC)、④The Future of Everything 
Festival (May 4~5, New York)、⑤Harvard Flourishing Summit (March 18~19, Cambridge, MA)、⑥Aspen Ideas Festival (June 25~July 1, Aspen, CO)だ。  
提示された 6 ヵ所のうち、筆者が過去に参加したのは⑥Aspen Ideas Festival だけだ。アスペンでは様々なイベントが同時並行的に開催

されており、多様な分野の人々が集い、楽しい会食や演奏会が開催されている。同研究所はシカゴの実業家ウォルター・ペプテ氏が資金
提供し、シカゴ大学のロバート・ハッチンス総長の助言を基に設立された think tank である。1949 年夏、文豪ゲーテ生誕 2 百年を記念し、
ノーベル平和賞受賞者のアルベルト・シュヴァイツァー博士や哲学者ホセ・オルテガ・イ・ガセット等の教養ある人々が集い、think tank
の設立準備を祝った。 
リゾート地であるアスペンでは急流下り(rafting)や乗馬(horseback riding)等を討論会の合間に楽しむ事が出来る。そうした活動が嫌いでは

ないが、筆者は自習を選択して、スペインの友人から哲学書を教わっていた。彼が『ドン・キホーテに関する考察(Las Meditaciones del Quijote)』
を筆者のために読んで聞かせてくれた事が懐かしい。アスペンに集った人々との交流を思い出し、米国の現政権はどうして彼等のような
優れた人々の智識を政策に生かさないのか、と不思議でならない。知的活動に関する彼等の努力は全く無駄になっていると嘆息するのは
筆者だけでは無いはずだ。  
こうした中、敬愛するオルテガ先生による上述した本(Las Meditaciones del Quijote)の中の有名な文章を思い出している:  

19 世紀の英国探検家であるウィリアム・パリーは、次のように語っている。北極での旅で、丸一日、犬橇(いぬぞり)を勢い良く走らせて
北に向った。夜になって自分の位置を緯度で調べてみると、驚いた事に到着地点は朝よりも更に南だったのだ。即ち彼は南に向かう海流に
浮かんでいる巨大な氷山の上を、一日中懸命に北上していたのだった。 

(Cuenta Parry que en su viaje polar avanzó un día entero dirección Norte, haciendo galopar valientemente los perros de su trineo. A la noche verificó las 
observaciones para determinar la altura a que se hallaba y, con gran sorpresa, notó que se encontraba mucho más al Sur que de mañana. Durante todo el día se 
había afanado hacia el Norte corriendo sobre un inmenso témpano a quien una corriente oceánica arrastraba hacia el Sur.)  

確かに努力は必ずしも報われない。アスペンに集まる鋭い国際感覚を具えた人々は今、上述の「人種的置き換え理論(great replacement theory)」
を信じ込んだ人々から「人種置き換えに熱心なエリート(replacist elites)」という烙印を押され、政策立案過程の圏外に置かれているのだ。 
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人々が目を向けるもの、人々が足を止めて見るもの、人々が

驚きこれ見よがしに競い合うもの、そういったものは、外見は

きらびやかであっても、中身はみすぼらしいものである。       
(ルキウス・アンナエウス・セネカ) 

Good things that draw the eyes of men, before which they halt, which they show to one another in wonder, outwardly glitter, 
but are worthless within. 

[Ista, quae spectantur, ad quae consistitur, quae alter alteri stupens monstrat, foris nitent, introrsus misera sunt.] 
                                                                      (Lucius Annaeus Seneca the Younger)  
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民の口を防ぐは、水を防ぐよりも甚だし。水壅(ふさ)がりて

潰(つ)ゆるとき、人を傷(そこな)うこと必ず多からん。民も亦た

之の如し。                                      (司馬遷) 

Silencing people is more sinister than blocking rivers. If the river is blocked, it will eventually burst, and many people will 
be injured. The same goes for the suppressed people. 

[防民之口，甚於防水。水壅而潰，傷人必多，民亦如之。]           (Sīmǎ Qiān, a Han dynasty historian; 司馬遷)  
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経済依存度が次第に高まる世界における諸問題の解決は、多くの政府の意思決定能力を

超えているのだ。こうした状況は国粋主義的であり熱狂的な信奉主義の反応を生み出して

きたし、将来も生み出すであろう。しかもこの反応は権威主義的政治と結び付きやすい。 
                                                               (ファン・リンス) 

In an increasingly economically interdependent world, the solution of certain problems is beyond 
the decision-making capacity of many national governments. This has led and will increasingly 
lead to ultranationalistic and voluntarist responses, which are likely to be associated with 
authoritarian politics.                                        (Juan José Linz)  
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Sadler, Brent, 2026, “The U.S. Navy Must Build the ‘Golden Fleet,’” Washington, D.C.: Heritage Foundation, January 7. 
Scarazzato, Lorenzo et al., 2025, “The SIPRI Top 100 Arms-producing and Military Services Companies, 2024,” Fact Sheet, Solna: Stockholm 

International Peace Research Institute (SIPRI), December.  
South China Morning Post (Zhang Tong), 2026, “China’s Stealth Design Software PADJ-X Finds Potential Flaws in B-21 Bomber Configuration,” 

January 7. 
Special Competitiveness Studies Project (SCSP), 2026, “The Rise of AI Companions,” Arlington, VA, January 14. 
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Stelzenmüller, Constanze, 2026, “The AfD’s Love-in with Maga,” Financial Times, January 17. 
Süddeutsche Zeitung (Thomas Avenarius), 2026, „Kampf um die Arktis: Abschreckung on the rocks“, January 25. 
Sullivan, Jake and Tal Feldman, 2026, “Geopolitics in the Age of Artificial Intelligence: Strategy and Power in an Uncertain AI Future,” Foreign 

Affairs, January 27. 
United Congress, Senate Committee on Foreign Relations, 2026, “Ranking Member Shaheen, Senator Murkowski Introduce Legislation to Prevent 

Trump Administration from Threatening NATO Unity,” Washington, D.C., January 13. 
United States Government, Department of Justice, 2026, “United States Files Forfeiture Action against Two Anti-Submarine Warfare Crew Trainers 

En Route from South Africa to the Chinese Military,” Washington, D.C., January 15. 
United States Government, Department of War (DoW), Department of Air Force (DAF) (Deb Henley, 505th Command and Control Wing (505 CCW)), 

2026, “Human-Machine Teaming in Battle Management: A Collaborative Effort across Borders,” Arlington, VA, January 5. 
United States Government, Department of War (DoW), 2026, “Memorandum for Senior Pentagon Leadership, Commanders of the Combatant 

Commands, Defense Agency and DoW Field Activity Directors: ‘Subject: Transforming the Defense Innovation Ecosystem to Accelerate 
Warfighting Advantage,’” Arlington, VA, January 9. 

United States Government, White House, 2025, “Presidential Memoranda: Withdrawing the United States from International Organizations, 
Conventions, and Treaties That Are Contrary to the Interests of the United States,” Washington, D.C., January 7.  

USNI News (Aaron-Matthew Lariosa), 2026, “U.S. Destroyer, Survey Vessel Conduct First Taiwan Strait Transit of 2026,” January 17. 
Wall Street Journal (Niharika Mandhana and Daniel Kiss), 2025, “See How a Chinese Attack on Taiwan Would Be Japan’s Problem [为何说如果中国攻

台，日本将难以置身事外 (12 月 30 日); WSJ 日本語版: 中国の台湾侵攻が日本の問題となる理由 (2026 年 1 月 9 日)],” December 28. 
Wall Street Journal (James T. Areddy), 2025, “China Signals It Won’t Give an Inch to the U.S. in Latin America [中国暗示在拉美将对美国‘寸步不

让’],” December 31. 
Wall Street Journal (Greg Ip), 2026, “Venezuela Ushers in the Era of Trump’s ‘Donroe Doctrine [委内瑞拉变局开启特朗普‘唐罗主义’时代],’” 

January 5. 
Wall Street Journal (David Luhnow et al.), 2026, “Speak Loudly and Carry a Big Stick—Trump’s Approach to the Americas [特朗普美洲战略: 高

调威慑, 大棒在握],” January 5. 
Wall Street Journal (Collin Eaton and Alex Leary), 2026, “Trump’s Hint to Oil Executives Weeks Before Maduro Ouster: ‘Get Ready,’” January 5. 
Wall Street Journal (James T. Areddy), 2026, “Maduro’s Capture Threatens China’s Ambitions in Latin America [马杜罗被捕威胁中国在拉丁美洲

的雄心],” January 5. 
Wall Street Journal (Dasl Yoon), 2026, “Why China Stopped Publicly Urging for North Korean Denuclearization [中国为何不再公开呼吁朝鲜无核

化?],” January 5. 
Wall Street Journal (Alexander Ward et al.), 2026, “Rubio Tells Lawmakers Trump Aims to Buy Greenland, Downplays Military Action,” January 6. 
Wall Street Journal (Yaroslav Trofimov), 2026, “Trump’s Plan to Run the Hemisphere Scares Friends and Puzzles Foes,” January 7. 
Wall Street Journal (Jon Emont), 2026, “China Deprives Japan of Rare-Earths Supply, Escalating Dispute [中国开始限制对日本的稀土出口],” 

January 8. 
Wall Street Journal (Timothy W. Martin and Jason Douglas), 2026, “The U.S.’s Two Foremost Asian Allies Are on Good Terms—an Irritant for China 

[美国两大盟友日本与韩国关系回暖, 给中国带来压力],” January 13. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2026, “U.S. Blows Up China’s Latin America Ambitions with Maduro Ouster,” January 13. 
Wall Street Journal (Joyu Wang and Peter Saidel), 2026, “China’s Propaganda Playbook for Targeting Rivals [从信息战到军力展示: 中国如何将对

台威慑策略用在日本身上; WSJ 日本語版: 中国が高市氏狙ったプロパガンダ戦略],” January 14. 
Wall Street Journal (Collin Eaton and Paul Vieira), 2026, “U.S. Blockade Shuts Off China, Cuba from Venezuelan Oil [美国海上封锁阻断委内瑞拉

石油流向中国及古巴],” January 17. 
Wall Street Journal (Suzanne Vranica and Chip Cutter), 2026, “Trump’s Realpolitik Takes Over Davos,” January 18. 
Wall Street Journal (Editorial), 2026, “The Greenland War of 2026: Trump’s Lesson in How to Turn U.S. Allies into China’s Friends,” January 18. 
Wall Street Journal (David S. Cloud et al.), 2026, “Trump’s $1 Billion-a-Seat Diplomacy Club Takes Aim at the U.N.,” January 19. 
Wall Street Journal (Bertrand Benoit), 2026, “Greenland Rift Makes NATO Vulnerable to Russia, Says Senior German General,” January 20. 
Wall Street Journal (Justin Lahart and Sam Goldfarb), 2026, “Greenland Clash Risks Undermining America’s Place in World Economic Order [格陵

兰岛争端恐有损美国在世界经济秩序中的地位],” January 20. 
Wall Street Journal (Greg Ip), 2026, “This Trade War Would Be Unlike Any Other,” January 20. 
Wall Street Journal (Meridith McGraw and Natalie Andrews), 2026, “Trump’s Greenland Strategy Draws from Familiar Playbook,” January 20. 
Wall Street Journal (Alex Leary et al.) 2026, “Inside Trump’s Head-Spinning Greenland U-Turn,” January 21. 
Wall Street Journal (Lingling Wei and Chun Han Wong), 2025, “China’s Top General Accused of Giving Nuclear Secrets to U.S. [中国最高级别将

领张又侠被指向美国泄露核机密],” January 20. 
Wall Street Journal (Michael R. Gordon), 2026, “Pentagon’s New Defense Strategy Strikes Conciliatory Tone on China [五角大楼新版国防战略对

中国采取和解基调],” January 23. 
Wall Street Journal (Josh Chin), 2026, “China Trains AI-Controlled Weapons with Learning from Hawks, Coyotes [鹰与郊狼皆可为师: 一窥中国

如何训练 AI 控制的武器],” January 24. 
Wall Street Journal (Austin Ramzy), 2026, “Rapid Buildup of Chinese Military Fuels Corruption Scandals [中国军队的快速扩张如何滋生了高层

腐败丑闻],” January 27. 
Wall Street Journal (Tom Fairless and Kim Mackrael), 2026, “Europe Got Tough with Trump, but It Needs the U.S. as Much as Ever,” January 27. 
Walt, Stephen M., 2026, “The ‘Donroe Doctrine’ Makes No Sense,” Foreign Policy, January 8. 
Washington Post (Editorial), 2026, “Maduro’s Arrest Exposes Legal Fictions,” January 5. 
Washington Post (Ishaan Tharoor and Mikhail Klimentov), 2025, “Trump’s Anti-Globalism Looks Like Old-School Yankee Imperialism,” January 9. 
Washington Post (Patrick Marley and Yvonne Wingett Sanchez), 2026, “Trump Is Trying to Change How the Midterm Elections Are Conducted,” 

January 12. 
Washington Post (Aaron Wiener), 2026, “Germany’s Nationalist AfD Party Hopes to Take Power in 2026,” January 13. 
Washington Post (Simon Elegant and Huiyee Chiew), 2026, “China Senses Opportunity as U.S. Targets Iran and Venezuela,” January 15. 
Washington Post (Maegan Vazquez et al.), 2026, “Trump Threatens Tariffs on Nations That ‘Don’t Go Along’ with Greenland Plans,” January 16. 
Washington Post (Editorial), 2026, “Canada Will Regret Cozying Up with China to Troll Trump,” January 20. 
Washington Post (Kelly Kasulis Cho), 2026, “At Davos, Canada’s Prime Minister Warns of ‘Rupture in the World Order,’” January 21. 
Wolf, Martin, 2026, “The Maga War on European Democracy,” Financial Times, January 13. 
Wolf, Martin, 2026, “The Reality of a World after Rupture,” Financial Times, January 28. 
Wong, Audrye (奥黛丽·王), 2026, “China’s Economic Statecraft Is Working: Why Beijing Can Succeed Even with an Imperfect Strategy,” Foreign 

Affairs, January 28. 
Yāngshì Wǎng/Yangshi Wang («央视网»), 2026, “‘Hépíng Yìzhì-2026’ Hǎishàng Liánhé Yǎnxí Kāimù [The 'Peaceful Will-2026' joint naval exercise 

commences/'和平意志-2026'海上联合演习开幕],” January 11. 
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Yuan, Jingdong, 2025, “China and Changing International Development Landscape,” Policy Brief, Solna: Stockholm International Peace Research 
Institute (SIPRI), January. 

Zhao, Tong (赵通), 2026, “After the U.S. Venezuela Attack, China Is Keeping Its Options Open,” Beijing: Carnegie-Tsinghua Center for Global Policy 
(清华—卡内基全球政策中心) (Carnegie China (卡内基中国)), January 8. 

Zhōngyāng Tōngxùnshè/Zhongyang Tongxunshe (Central News Agency (CNA)/(中央通訊社)) (楊堯茹), 2026, “Ōuzhōu Yìhuì Yìyuán Tuán Fǎng 
Tái Jiāng Jìnjiàn Lài Zǒngtǒng [European Parliament members will visit Taiwan and meet with President Lai/歐洲議會議員團訪台 將晉見賴
總統],” January 5. 

 
外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Conferences, Workshops and Seminars 
January 12: (Arlington, VA) Special Competitiveness Studies Project (SCSP): “Unpacking the U.S.-China Commission's Recommendations on Taiwan 

& Predictions for 2026.” 
January 13: (Washington, D.C.) Brookings Institution: “Assessing US Immigration Policy in the Second Trump Administration.” 
January 13~15: (Crystal City) Surface Navy Organization: “The 38th National Symposium: ‘Surface Warfare: Combat Ready Warfighters for 250 Years.’” 
January 15: (New York) Council on Foreign Relations (CFR): “Preventive Priorities Survey Launch: What to Worry About in 2026.” 
January 16: (an online event, New York) Council on Foreign Relations (CFR): “Greenland in the Geopolitical Spotlight.” 
January 19~23: (Davos) World Economic Forum (WEF): “World Economic Forum Annual Meeting 2026.” 
January 28: (an online event, Washington, D.C.: Center for a New American Security (CNAS): “U.S. Defense at an Inflection Point: The 2026 National 

Defense Strategy.” 

 
その他—Information in Other Fields 
Atalan, Yasir et al., 2026, “Lost in Definition: How Confusion over Agentic AI Risks Undermining U.S. Governance Frameworks,” Issue Brief, 

Washington, D.C.: Center for Strategic and International Studies (CSIS), January 26. 
Bloomberg (Josh Xiao), 2026, “China Slaps Export Controls on Japan Military for Taiwan Remarks,” January 6. 
Bloomberg (David Fickling), 2026, “China Is Overplaying Its Rare-Earth Hand in Japan,” January 8. 
Bloomberg (Greg Ryan and Janet Lorin), 2026, “Harvard’s Foreign Enrollment Hits Record Despite Trump Feud,” January 13. 
Bloomberg (Elizabeth Rembert and Francesca Maglione), 2026, “Foreign Enrollment at US Colleges Sinks, First Time in Years,” January 15. 
Bloomberg (Maggie Eastland), 2026, “Lutnick Warns Some Korean, Taiwanese Firms May Face 100% Chip Tariffs Unless They Invest in US,” 

January 17. 
Bone, Alayna et al., 2026, “Roundtable: Taiwan at a Techno-Geopolitical Nexus: Challenges and Opportunities across Critical Technologies,” Asia 

Policy, Vol. 21, No. 1 (January), pp. 1-102. 
British Broadcasting Corporation (BBC), 2025, “Nánjīng Bówùyuàn Bào Dǎomài Wénwù Yí'àn: Yīwén Huìzǒng Shìtài Fāzhǎn [Nanjing Museum 

Embroiled in Alleged Cultural Relics Smuggling Case: A Summary of Developments/南京博物院爆倒卖文物疑案: 一文汇总事态发展],” 
December 26. 

Calvino, Flavio et al., 2026, “Digital Technology Diffusion in the Age of AI: Cross-Country Evidence from Microdata,” Science, Technology and 
Industry Working Paper, 2026/1, Paris: Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), Paris, January. 

Chinese Government, State Council (国务院), Chinese Academy of Engineering (CAE) (中国工程院), 2025, “Zhōngguó Zhìzàoyè Zhòngdiǎn Lǐngyù 
Jìshù Chuàngxīn Lǜpí Shū——Jìshù Lùxiàn Tú [Green Paper on Technological Innovation in Key Areas of China's Manufacturing Industry – 
Technology Roadmap/«中国制造业重点领域技术创新绿皮书——技术路线图(2025)»],” Beijing, December 30. 

Chinese Government, State Council (国务院), Ministry of Commerce (MOFCOM) (商务部), 2026, “Shāngwùbù Gōnggào 2026-nián dì-1-hào 
Guānyú Jiāqiáng Liǎngyòng Wùxiàng Duì Rìběn Chūkǒu Guǎnzhìde Gōnggào [Ministry of Commerce Announcement No. 1 of 2026: 
Announcement on Strengthening Export Controls on Dual-Use Items to Japan/商务部公告 2026 年第 1 号 关于加强两用物项对日本出口管
制的公告],” Beijing, January 6. 

Chinese Government, State Council (国务院), Ministry of Commerce (MOFCOM) (商务部), 2026, “Shāngwùbù Gōnggào 2026-nián dì-2-hào 
Gōngbù Duì Yuánchǎn yú Rìběnde Jìnkǒu Èrlǜèrqīngguī Fāqǐ Fǎnqīngxiāo Lì'àn Diàochá [Ministry of Commerce issued Announcement No. 2 
of 2026, announcing the initiation of an antidumping investigation into imported dichlorosilane originating from Japan/商务部公告 2026 年第
2 号 公布对原产于日本的进口二氯二氢硅发起反倾销立案调查],” Beijing, January 7. 

CNBC (Arjun Kharpal), 2026, “Chinese Tech Giant Tencent Plots Middle East Cloud Expansion as Spending in the Region Booms,” January 27. 
Economist, 2026, “America’s Missing Manufacturing Renaissance,” January 6. 
Economist, 2026, “The Problem with Promotions: The Peter Principle Is Alive and Well,” January 8. 
Economist, 2026, “Does Japan Have a “Foreigner Problem”? Yes—But It Is Not What Populist Politicians Say It Is,” January 8. 
Economist, 2026, “The Big Ambitions of China’s Private Space Industry: Chinese Firms Race to Catch Up with SpaceX,” January 11. 
Economist, 2026, “Job Applicants Are Winning the AI Arms Race against Recruiters,” January 12. 
Economist, 2026, “Chinese AI Is a Risk for Europe. So Is Shunning It,” January 22. 
Economist, 2026, “Why AI Won’t Wipe Out White-Collar Jobs,” January 26. 
Economist, 2026, “How to Avoid Common AI Pitfalls in the Workplace: Advice from Our Latest Season of ‘Boss Class,’” January 29. 
Economist, 2026, “Stop Panicking about AI. Start Preparing: There Is Time to Adapt. Use It Wisely,” January 29. 
Financial Times (Silvia Sciorilli Borrelli), 2026, “Italy and Pirelli Try to End Chinese Involvement in Tiremaker,” January 5. 
Financial Times (Christian Davies), 2026, “Boeing Beats Airbus Order Numbers for the First Time This Decade,” January 13. 
Financial Times (Ian Johnston and Sebastien Ash), 2026, “Job Losses in European Car Parts Sector Top 100,000 in Two Years,” January 12. 
Financial Times (Harry Dempsey), 2026, “Sauce of Deals? Century-old Japanese Brand Gets Taste for M&A,” January 15. 
Financial Times (Sebastien Ash), 2026, “Porsche Suffers Biggest Sales Fall Since 2009,” January 16. 
Financial Times (Madeleine Speed), 2026, “Drinks Makers Left with Lake of Unsold Spirits as Demand Drops,” January 17. 
Financial Times (Amy Borrett), 2026, “Top UK Universities Increase Their Reliance on China for Overseas Recruitment,” January 27. 
Financial Times (Christian Davies and Demetri Sevastopulo), 2026, “Ford’s Move to Expand Ties with China Battery Giant CATL Angers US 

Lawmakers,” January 29. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (Joachim Müller-Jung), 2026, „Neuer Genrausch: Was die Gene über Genies und Massenmörder verraten“, January 14. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (Wagener, Benjamin), 2026, „Autobauer in der Krise: Porsche braucht Korrekturen an den Korrekturen“, January 16. 
García-Herrero, Alicia and Jürgen Matthes, 2026, „Der China-Schock bedroht Europas Industrie – wir können uns wehren“, Handelsblatt, January 14. 
Guāncházhě Wǎng/Guanchazhe Wang («观察者网»), 2026, “Zhōngfāng Jiāqiáng Liǎngyòng Wùxiàng duì Rìběn Chūkǒu Guǎnzhì, Shāngwù Bù: 

Xìngzhì hé Yǐngxiǎng Jíqí Èliè [China tightens export controls on dual-use items to Japan; Ministry of Commerce: The nature and impact are 
extremely negative/中方加强两用物项对日本出口管制, 商务部: 性质和影响极其恶劣],” January 6. 

Hao, Qianyue (郝千越) et al., 2026, “Artificial Intelligence Tools Expand Scientists’ Impact but Contract Science’s Focus,” Nature, January 14.  
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Heritage Foundation, 2026, “Saving America by Saving the Family: A Foundation for the Next 250 Years,” Special Report No. 323, January 8. 
IEEE Spectrum (Jamie Twiss), 2026, “AI Coding Assistants Are Getting Worse: New Models Are More Prone to Silent but Deadly Failure Mode,” 

January 8. 
Le Monde (AFP), 2026, «L’Allemagne restitue deux fragments de la tapisserie de Bayeux prélevés en 1941 par un scientifique nazi», January 15.  
Liánhé Zǎobào/Lianhe Zaobao («联合早报»), “Lùtòu: Zhōngguó Hǎiguān Tōngzhī Yīngwěidá H200 Jīngpiàn Bùdé Rùjìng [Reuters: Chinese customs 

notifies Nvidia H200 chips that they cannot be imported/路透: 中国海关通知英伟达 H200 晶片不得入境],” January 14. 
McKinsey & Company, 2026, “Accelerating Europe’s AI Adoption: The Role of Sovereign AI,” New York, January 15.  
McKinsey & Company, 2026, “Future of Asia: Singapore’s Smart Leap: Digital Minister Teo on AI Transformation,” New York, January. 
McKinsey Global Institute (MGI), 2025, “Agents, Robots, and US: Skill Partnership in the Age of AI,” New York, November.  
Mazzucato, Mariana, 2026, “Making Industrial Strategy Great Again: It Has Worked for America Before, but Trump’s Approach Is All Wrong,” 

Foreign Affairs, January 28. 
Megas, Katerina et al., 2026, “Cybersecurity AI Profile,” Gaithersburg, MD: National Institute of Standards and Technology (NIST), January.  
Miller, Chris, 2026, “America’s Drone Dilemma,” Financial Times, January 5. 
MIT Technology Review (Caiwei Chen), “CES Showed Me Why Chinese Tech Companies Feel So Optimistic: They’re Starting to Dominate Entire 

Sectors of AI and Robotics,” January 12.   
New York Times (Kalley Huang), 2026, “Apple Teams Up with Google for A.I. in Its Products,” January 12. 
New York Times (Yan Zhuang), 2026, “Trump Threatens 200 Percent Tariffs on French Wine,” January 20. 
Parikh, Tej, 2026, “China Will Clinch the AI Race,” Financial Times, January 17. 
Renault, Théodore, 2026, “The Impact of Artificial Intelligence on Finland’s Labor Market,” Selected Issues Paper SIP/2026/003, Washington, D.C.: 

International Monetary Fund, January. 
South China Morning Post (Ben Jiang), 2026, “Tech War: China Takes Confident Strides to Develop More AI Innovation in 2026,” January 3. 
South China Morning Post (Vincent Chow), 2026, “China AI Has ‘Less Than 20%’ Chance to Exceed US over Next 3 to 5 Years: Alibaba Scientist,” 

January 12.  
South China Morning Post (Vincen Chow), 2026, “Zhipu AI Breaks US Chip Reliance with First Major Model Trained on Huawei Stack,” January 14. 
Wall Street Journal (Chavie Lieber), 2026, “Parents Are Going Broke from Their Kids’ Sushi Obsession [WSJ 日本語版: 寿司にハマる米国の子

供たち、親は悲鳴],” January 2. 
Wall Street Journal (Timothy W. Martin), 2026, “Could You Pass South Korea’s English Language Test? Try Our Quiz [你能通过韩国难度超高的英

语考试吗? 测一测吧],” January 3. 
Wall Street Journal (Robbie Whelan), 2026, “Nvidia CEO Says Chinese Demand for Its AI Chips Is ‘Quite High,’ [黄仁勋称中国对英伟达 AI 芯片

的需求‘相当高’]” January 6. 
Wall Street Journal (Jason Douglas and Junko Fukutome), 2026, “China Ramps Up Dispute with Japan [中国升级对日争端: 加强两用物项出口管

制],” January 6. 
Wall Street Journal (Jack Pitcher), 2026, “JPMorgan Cuts All Ties with Proxy Advisers in Industry First,” January 7. 
Wall Street Journal (Ryan Felton), 2026, “Chinese Carmaker Geely Looks at Expanding in the U.S. [中国汽车巨头吉利考虑进军美国市场],” 

January 8. 
Wall Street Journal (Yang Jie and Jiyoung Sohn), 2026, “The Chinese Company Taking On the World’s Memory-Chip Giants [这家中国公司如何崛

起为全球存储芯片巨头的挑战者],” January 11. 
Wall Street Journal (Rhiannon Hoyle), 2026, “Lynas Could Gain From China’s Curbs on Rare Earths Supply to Japan [专访中国以外最大稀土供应

商: 中国限制对日出口带来机遇],” January 13. 
Wall Street Journal (Raffaele Huang and Tracy Qu), 2026, “Chinese AI Developers Say They Can’t Beat America Without Better Chips [芯片瓶颈让

中国 AI 开发者直言难以超越美国],” January 15. 
Wall Street Journal (Bradley Olson), 2026, “Claude Is Taking the AI World by Storm, and Even Non-Nerds Are Blown Away,” January 17. 
Wall Street Journal (Tim Higgins), 2026, “Why the Tech World Thinks the American Dream Is Dying [科技界为何认为‘美国梦’已死?],” January 18. 
Wall Street Journal (Editorial), 2026, “America’s Immigration Labor Shock,” January 27. 
Wall Street Journal (Sean McLain and Gareth Vipers), 2026, “Amazon to Lay Off Around 16,000 Corporate Employees,” January 28. 
Wall Street Journal (Raffaele Huang), 2026, “China Approves Purchases of Nvidia’s H200 Chip, Easing Tension with U.S. [中国批准采购英伟达

H200 芯片，缓和与美国的紧张关系]” January 28. 
Wolf, Martin, 2026, “The Dangerous Triumph of Neo-Mercantilism,” Financial Times, January 18. 
Event: January 4~9: (Las Vegas, NV) Consumer Technology Association (CTA): “CES 2026.” 
Event: January 14: (Washington, D.C.) Brookings Institution: “A New Direction for AI and Students: Findings from the Brookings Global Task Force 

on AI and Education.” 
Event: January 27: (an online event, Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE): “Making the EU Friendlier to High-

Growth Businesses.” 
Event: January 28: (Brussels) Bruegel: “The Future of AI in Europe: “How Can Europe Implement AI in a Way That Maximizes Economic and Societal 

Benefits.” 
Event: January 28: (an online event, Washington, D.C.) Brookings Institution: “One Year of ‘America First’ Trade Policy: What Did We Learn, And 

What Comes Next?” 

 

3. 編集後記 

AI は「使うか否か」ではなく、「如何なる分野で如何なる方法で使うか」を問う時代に入っている。 
“Google AI Plus”や“Nano Banana Pro”を使ってみて、AI の進歩に驚いている。と同時にHarvad AI and Robotics Lab の研究者が 1 月に発表した論文

を読むと「やはり使い方次第だな。AI に対して妄信はいけないな」と思う(“Large Language Models Are Bad Dice Players”)。同様に IEEE Spectrum 誌
の 1 月 8 日付記事やNature 誌の 1 月 14 日付記事もAI 利用に関する警告を発している(“AI Coding Assistants Are Getting Worse”、“Artificial Intelligence 
Tools Expand Scientists’ Impact but Contract Science’s Focus”、上記 2 を参照)。昨年 9 月 7 日朝、NHK の「桂文珍の演芸図鑑」を観ていた時、文珍師匠
による新作落語「悩める AI」に笑ってしまった。安易に AI を信じる事が出来ないという警告を笑い話に変えてしまう師匠の落語に魅了された。
そして今、The Economist 誌の 1 月 29 日付記事の主張に納得している(“Stop Panicking about AI. Start Preparing: There Is Time to Adapt. Use It Wisely”)。  

AI との上手な付き合い方について様々な分野で探り当てたいと考えている。                       以上 
(編集責任者) 栗原 潤 
キヤノングローバル戦略研究所  研究主幹 

Jun KURIHARA 
Research Director, Canon Institute for Global Studies 

〒100-6511  東京都千代田区丸の内 1-5-1 新丸の内ビルディング 11 階 Tel: +81-(0)3-6213-0550 (代) Kurihara.Jun@gmail.com 
過去の Cambridge Gazette はネット上で見ることが出来、ダウンロードも出来ます。ネット上でキヤノングローバル戦略研究所のウェブサイトに行き、そこで栗原のコラム・論文

の欄をクリックして頂ければ、バックナンバー全てを見ることが出来ます。  
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Appendix 1/付属資料 1 

 

Table  Number of International Students and Scholars at Harvard University 
表  ハーバード大学における海外からの学生・研究者数 

 
Academic Year 18-19 19-20 20-21 21-22 22-23 23-24 24-25 

 Students and Scholars 
World 10,285 9,977 7,523 8,087 9,970 10,223 10,158 
Japan 312 276 213 221 264 261 260 
China 2,270 2,318 1,855 1,800 1,969 2,174 2,126 

South Korea 481 475 401 395 384 409 434 
Taiwan 167 152 117 118 131 133 118 

Singapore 129 119 101 99 150 144 151 
India 624 659 513 613 816 824 788 

Canada 796 786 621 660 767 766 769 
United Kingdom 423 398 278 339 439 410 402 

Germany 520 497 316 350 547 551 549 
France 332 275 172 187 305 313 305 

 Students 
World 5,007 4,988 4,254 4,818 5,492 5,692 5,627 
Japan 93 102 89 97 101 111 110 
China 1,028 1,089 1,075 1,020 1,214 1,330 1,282 

South Korea 284 266 227 221 217 227 252 
Taiwan 74 81 65 66 82 80 65 

Singapore 104 97 88 86 125 110 117 
 Scholars 

World 5,278 4,989 3,269 3,269 4,478 4,531 4,531 
Japan 219 174 124 124 163 150 150 
China 1,242 1,229 780 780 755 844 844 

South Korea 197 209 174 174 167 182 182 
Taiwan 93 71 52 52 49 53 53 

Singapore 25 22 13 13 25 34 34 
Source: Harvard International Office (HIO).  
 
 

 

Appendix 2/付属資料 2 

 

Figure  Amount of Tonnage That Would Be Constructed under the Navy’s 2025 Plan 
図  米国海軍 2025建艦計画に基づく艦艇建造総トン数の推移 

 

 

 
Source: Labs, Eric J., “The Congress, the Golden Fleet, and the Shipbuilding Industrial Base in 2026,” Washington, D.C.: Congressional 

Budget Office (CBO), January 15, 2026, p. 8. 


